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1. 背景と目的

1961 年、ニューヨーク市では容積率規制を導入し、地上

レベルの過密化を軽減するため、広場を整備する都市開発

に容積率を緩和する特例制度を創設した。これはインセン

ティブ・ゾーニングと呼ばれ、現在では劇場、コミュニテ

ィ施設、アフォーダブル住宅などの整備、地下鉄駅や公共

空間の改善など様々な公共貢献が創出されている。一方、

我が国では1963年に空地の整備を条件に容積率を緩和する

制度として特定街区が改定されて以降、1970 年には特定街

区の一般化を図る目的で総合設計が導入され、1988 年には

大規模土地利用転換においてインフラ整備を公共貢献とし

て容積率を緩和する再開発地区計画（現在の再開発等促進

区を定める地区計画）が導入された。さらに、2002 年には

開発事業者が自ら公共貢献を提案することが可能となった

都市再生特別地区が創設されている。 

都市開発に伴って開発事業者から提供される公共貢献を

最大化するには、貢献に要する費用と対価のバランスを確

保するスイート・スポットを見つけることが肝要であると

されている(1)。しかし、このスポットは不動産市場の変化に

よって時間とともに移動したり時として消滅することがあ

る 1) 2)。そのため、行政は市場動向を見極めて、公共貢献の

費用と対価のバランスを適切に評価する必要がある。これ

までのインセンティブ・ゾーニングでは、公共貢献が空地

や通路であれば敷地、公共公益施設であれば建物床を提供

するため、それらの貢献が占有する空間量（敷地面積や床

面積）に係数を乗じることで、占有空間と同等かそれ以上

を対価として付与する手法を用いてきた(2)。これは係数評価

と呼ばれ、日米各都市において広く使われてきた。しかし、

近年では貢献内容が多様化していく中で、係数評価を全て

に適用することが難しくなっていた。そこで、一部の大都

市では公共貢献の評価手法を改善するために、都市開発の

収益性を考慮した手法の導入がみられる。例えば、東京都

では無電柱化を促進するため、開発事業者が負担した工事

費に相当する割増容積率を収益還元法(3)によって算定する

手法を採用している。またニューヨーク市では、公共貢献

を提案した開発事業者に付与する割増容積率の妥当性を周

辺の容積移転取引単価を用いて評価している。さらにロサ

ンゼルス市では、係数評価が導入されている容積率緩和制

度を活用する開発事業者が一定の収益性を確保できない場

合、第三者による検証を踏まえて割増容積率を積み増して

いる。 

海外との制度比較を通した都市開発による公共貢献に関

する既往文献には、日米英独仏の都市開発における協議プ

ロセスに着目したもの 3)、日英独の都市計画提案の審査手続

きに着目したもの 4)、日米英独加の都市開発における評価・

審査システムに着目したもの 5)などがある。これらの研究で

は、近年新しく導入されている都市開発の収益性を考慮し

た新たな制度が明らかにされていない。また本研究が対象

とする事例に関する既往文献には、ニューヨーク市で公共

空間を総合的に改善する公共領域改善ボーナス（Public 

Realm Improvement Bonus、以下 PRIBとする）の導入過程及

び活用実態を明らかにしたもの 6)がある。しかし、この研究

では、類似する各制度との共通点や相違点などの比較を通

した我が国への示唆が論じられていない。 

そこで本研究では、都市開発の収益性を考慮した公共貢

献の評価手法を運用している東京に加えて、全米大都市の

中で類似手法を用いているニューヨーク、ロサンゼルスの

導入経緯や運用実態を分析し、我が国の運用に対する示唆

を得ることを目的とする(4)。 
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2. 東京都「無電柱化を促進するための都市開発諸制度活用

方針等の改定」 

  東京都心において都市開発に携わる実務者(5)によれば、東

京都が公共貢献の評価に収益還元法を用いたのは無電柱化

促進が初めてではない。東京都では都市再生特別地区を活

用した都市開発が増加していく中で、インフラ整備や域外

貢献など敷地や建物床を必要としない貢献や、施設運営や

エリアマネジメント活動などのソフト分野の貢献が増加し、

全ての貢献を係数評価することが困難となっていた。そこ

で東京都では、公共貢献の費用を捻出するために必要な建

物床面積を収益還元法によって求めることで、割増容積率

を算定して提案の根拠として用いることを認めた。こうし

た手法を用いて公共貢献を評価したのが、渋谷ヒカリエに

おける地下鉄橋脚改修工事や、東京駅前八重洲一丁目及び

二丁目の再開発における大規模バスターミナルの整備であ

った。しかし、都市再生特別地区は個別貢献の積み上げに

よる評価を認めていないため(6)、こうした収益性による評価

手法や結果は公表されておらず、無電柱化推進条例の創設

に伴う都市開発諸制度活用方針の改定によって初めて都市

開発の収益性に基づく評価手法が明示された。 

そこで本章では、東京都都市整備局の資料 8)及び建築審査

会議事録 9)を基に、都市開発における電柱地中化を目的とし

た容積率緩和制度の仕組みと運用実態を明らかにする。 

 

2-1 制度の導入経緯と仕組み 

2017年 9月、小池百合子・東京都知事の公約として掲げ

られた無電柱化を実現するため、東京都では無電柱化推進

条例を施行した。これを受けて、都市開発による公共貢献

項目に電柱地中化工事を加えるため、都市開発諸制度活用

方針の改定が 2018年 4月に行われた。この改定によって

総合設計、高度利用地区、特定街区、再開発等促進区を定

める地区計画を活用する事業に対して、既存の公開空地な

どの公共貢献による割増容積率の上限とは別に無電柱化の

区間距離に応じて最大 200％までが付与されることとなっ

た。こうした無電柱化は、敷地や建物床を提供するもので

はないことから係数評価することが難しく、東京都では評

価の仕組みとして収益還元法を採用した。 

取扱指針では、開発事業者は事業地を含む区市町や道路

管理者と協議を通して無電柱化する範囲や整備手法を検討

し、東京都が作成した無電柱化工事に係る評価シートを用

いて割増容積率を計算することを求めている。計算の手順

は、図 1 に示したように割増容積率による床面積を事業の

主用途に活用した場合の年間賃料から維持管理費用と公租

公課を差し引いて、それを収益還元率で除することで床価

格を算出する。次に床価格から開発に要した費用を差し引

くことで収益単価を算出し、無電柱化の工事費用を収益単

価で除することで、追加で必要となる床面積を算出するも

のである。なお賃料、維持管理費用、収益還元率などの妥

当性を検証するため、不動産鑑定士による報告書の添付が

義務付けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 無電柱化による割増容積率の算出方法（著者作成） 

 

2-2 運用実態 

東京都都市計画審議会及び建築審査会の議事録によれば、

2020年 8月時点で本制度を活用した都市開発は 2件審議さ

れている。最初の活用事例である（仮称）聖蹟桜ヶ丘プロ

ジェクト A 敷地は、多摩市の京王聖蹟桜ヶ丘駅から北に

200m離れた 8,566㎡の敷地に地上 33階建ての集合住宅 520

戸（延床面積 4万 7,977㎡）を建設する計画である。こ の

敷地は第二種住居地域に指定されており、指定容積率は

300%である。開発事業者は、一般型総合設計を活用し、約

2,800 ㎡の公開空地の整備と敷地外周の一部 250mを無電柱

化工事することを提案した。無電柱化工事費に対して必要

な割増床面積は、主用途である住宅の想定分譲価格を参考

に 1,169㎡（割増容積率 13.66%）と算定された。東京都で

は建築審査会の審議を経て、公開空地による割増容積率を

144.59%、無電柱化による割増容積率を 8.36%と評価し、容

積率の最高限度を 452.95%とすることを決定した(7)。 

次の活用事例である（仮称）TTMプロジェクトは、JR山

手線田町駅に隣接する港区芝5丁目にある敷地8,618㎡に地

上 29階建てのオフィス（延床面積 11万 3,000㎡）を建設す

る計画である。この敷地は商業地域に指定されており、指

定容積率は 700％である。開発事業者は、一般型総合設計を

活用し、約 4,074㎡の公開空地の整備、図 2に示したように

敷地東側に接続する区道 220号線 500mの無電柱化工事、中

水道施設 204.24㎡の整備を提案した。無電柱化工事費に対

して必要な割増床面積は、主用途である事務所の空室率を

考慮した月額賃料と収益還元率から 1万 5,462㎡（割増容積

率 179%）と算定した。東京都では建築審査会の審議を経

て、公開空地による割増容積率を 250%、無電柱化による割

増容積率を 150%、中水道施設による割増容積率を 2.37%と

評価し、容積率の最高限度を 1102.37%とすることを決定し

た。このうち無電柱化による割増容積率が 179%から 150%

に減少した理由は、総合設計による割増容積率の限度が

400%であったことによる(8)。 

両事例を審議した建築審査会では、委員から無電柱化の

整備範囲の妥当性に関する質問が行われた。聖蹟桜ヶ丘プ

ロジェクトでは、事業敷地の外周全てを無電柱化しない理

由を問う質疑があり、事務局から一部敷地外周は隣接する

土地区画整理事業において無電柱化する予定であるとの説 
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図 2 TTMプロジェクトの無電柱化整備区間（東京都資料に著者加筆） 

 

明が行われた。一方、TTMプロジェクトでは、委員から事

業敷地外の区道 500m を無電柱化の整備範囲とすることは

事業との関連性も低く、一体的に整備する妥当性はどこに

あるのかという質疑があった。事務局は、整備範囲は開発

事業者と港区が協議を経たうえで計画されており、東京都

は費用と対価のバランスのみを審査するという回答が行わ

れた。さらに委員からは、割増容積率の算出に用いた収益

還元率は同立地の事務所と同水準なのかとの質疑が行われ

たが、事務局は不動産鑑定士が責任をもって提出したもの

を参考に作成された評価シートであるとの回答に留まり、

費用と対価のバランスを議論するまでには至らなかった(9)。 

 これらの審議内容から、無電柱化の整備範囲や手法とい

った貢献内容の精査は区市町が担当し、費用と対価のバラ

ンスの評価は、不動産鑑定士が提出した報告書を基に開発

事業者が作成した評価シートを用いて東京都が実施すると

いう役割分担がなされているといえる。しかし、建築審査

会の委員には、建築、都市計画、行政、公衆衛生、法律の

専門家しかおらず、2つの審議案件では不動産市場に精通す

る専門調査員も参加していない。そのため、費用と対価の

バランスを検証するために作成された評価シートの妥当性

を十分に審査する体制となっていないといえる。 

 

3. ニューヨーク市「公共領域改善ボーナス」 

 本章では、ニューヨーク市都市計画局の資料 10)11)及び都市

計画委員会の審議資料 12)を基に、都市開発における公共領

域の総合的改善を目的とした容積率緩和制度の仕組みと運

用実態を明らかにする(10)。 

 

3-1 制度の導入経緯と仕組み 

 2015年 5月、ニューヨーク市ではミッドタウン特別地区

を改正し、新たに街区内にヴァンダービルト・コリドーと

いう小街区を指定してPRIBを導入した。街区内に位置す

るグランドセントラル駅は、ロングアイランド鉄道を乗り

入れるためのコンコース新設と利用者増加への対応、通勤

鉄道と地下鉄との乗換機能の強化、地下鉄駅構内の老朽化

対策などが喫緊の課題となっていた。しかし、従前のグラ

ンドセントラル街区では、既存の容積率緩和制度である地

下鉄駅改善ボーナスを活用しても指定容積率の 2 割に相当

する公共貢献しか実現できないため、都市開発の機会を活

用して大規模な公共空間の改善に取り組むことが困難であ

った。そこで市では、図 3 に示したように駅西側の 5 ブロ

ックをヴァンダービルト・コリドーとして区域指定した。 

ヴァンダービルト・コリドーでは、基礎容積率が 1,500%に

指定され、PRIBの導入と特別地区容積移転(11)の修正が行わ

れた。これにより、開発事業者はPRIBを活用して事業用地

内外の公共貢献の対価として割増容積率を獲得するか、グ

ランドセントラル街区内の歴史的建造物の容積移転を行う

ことで最大容積率 3,000%まで緩和することが可能となった。

PRIBの対象となる公共貢献は、地上又は地下の事業用地内

外における歩行者空間又は公共交通空間の改善に資するも

のであり、具体的な貢献内容は列挙されなかった。そのた

め開発事業者は、市と通勤鉄道や地下鉄を運営する大都市

圏交通公社と貢献内容に関して具体的な協議を行うことが

義務づけられた。また開発事業者は、都市計画委員会が公

共貢献の便益を評価するための十分な情報を提供すること

が義務づけられ、規制緩和が公共貢献に見合うか否かを判

断する情報も提供することとされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 PRIBの仕組み（著者作成） 

 

3-2 運用実態 

PRIBを初めて活用したワン・ヴァンダービルトは、高さ

461m の超高層建築物（地上 65 階、延床面積 160 万 sf、オ

フィス 132万 sf、店舗 8万 sf、展望施設 5.5万 sfなど）を建

設したものである。再開発では、指定容積率 1,500%に開発

事業者が所有するグランドセントラル駅南側の歴史的建造

物の未利用容積 11.4万 sf （容積率 263%に相当）を移転し、

さらに PRIB による公共交通空間や歩行者空間の改善に関

する公共貢献によって容積 53.6 万 sf （容積率 1,237%に相

当）を取得し、合計で 65万 sf （容積率 1,500%に相当）の

規制緩和が認められた。公共貢献は、大都市圏交通公社と

の協議を経て具体化され、図 4 に示したようにロングアイ

ランド鉄道乗り入れのために新設されるコンコースの地上

出入口の整備、地下鉄駅構内の拡張、グランドセントラル

駅との間にあるヴァンダービルト・アベニューの広場化な

どに約 2.1億ドルの費用を投じることを提案した。 
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開発事業者による申請書を審査した都市計画委員会では、

マンハッタン区長及び区ボードの意見を踏まえた修正を行

ったうえで 2015年 3月に承認した。委員会では、グランド

セントラル駅周辺の公共空間の拡張は、鉄道利用者の利便

性を大きく向上させることが期待できると評価し、市内で

最も混雑している地下鉄レキシントン線の混雑緩和はイー

ストミッドタウンのみならず、マンハッタン全域に利益を

もたらすものであると高く評価した。また公共貢献の対価

の妥当性として、公共貢献の費用である約 2.1億ドルは規制

緩和によって得られる容積で換算すると1sfあたり約400ド

ルになることを指摘した。この水準は、グランドセントラ

ル街区内外の過去 15 年間の容積移転単価の平均値である

1sfあたり 250ドルを大きく上回るものであり、都市計画委

員会は公共貢献が規制緩和に見合うものだと評価した。 

この公共貢献の費用と対価のバランスを検証する上で閾

値となった$250/sfという水準は、2013年に都市計画局がイ

ーストミッドタウン全域に容積売却制度(12)を導入するゾー

ニング変更を検討した際に行われた調査結果 13)を参考とし

たものである。この提案は、市議会で賛同を得られなかっ

たために取り下げとなったが、市は検討にあたって不動産 

 

表 1 周辺の容積移転・土地売買取引事例（著者作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仲介大手Newmark Grubb Knight Frankの鑑定部門に調査を

依頼し、イーストミッドタウンの容積移転事例及び土地取

引事例を収集・整理させた。その結果、表 1 に示したよう

にオフィスやホテルなどの商業不動産に関する容積移転取

引は、1997年～2012年の間で 3件行われており、大規模取

引を除いた 2件の平均取引単価は$217.75/sfであった。さら

に、同時期の土地売買は 5 件行われており、その平均取引

単価は$504/sf であった。報告書では一般的に容積移転取引

単価は土地売買取引単価の 60％に相当することから、土地

取引を参考にした推定の容積移転取引単価は$302.4/sf と見

込まれると説明し、容積売却単価は$217.75/sf～$302.4/sf の

中間である$250/sfが適切であると結論付けた。 

 都市計画委員会では、この容積移転単価と公共貢献の費

用単価との比較に加えて、貢献費用の増加や工事期間の延

長などのリスクは誰が負担するのか、貢献の維持管理主体

は誰になるのか、既存の地下鉄駅改善ボーナスにおける費

用と対価のバランスと乖離していないのかなど具体的な質

疑があり、事務局や事前説明を受けていた委員長が各委員

に対して丁寧に説明を行った。このように PRIBでは、貢献

内容や費用の精査は、開発事業者と大都市圏交通公社の協

議によって行われており、対価の精査は都市計画委員会が

従前に市が委託した調査結果を用いて行われていた。都市

計画委員会の委員には、建築や都市計画の専門家に加えて、

州経済開発公社や地域振興公社の元代表、エリアマネジメ

ント団体やコミュニティボードの元代表、不動産会社や金

融機関の元幹部などが担当していた。そのため、都市開発

に精通する委員も多く、様々な観点から貢献の費用や対価

の審議が行われたといえる。 

 

4. ロサンゼルス市「オフ・メニュー・インセンティブ」 

 本章では、ロサンゼルス市のアフォーダブル住宅導入に

対する容積率緩和制度の資料 14)及びロサンゼルス市都市計

画委員会の審議資料 15)16)を基にオフ・メニュー・インセンテ

ィブの仕組みと運用実態を明らかにする。 

 

4-1 制度の導入経緯と仕組み 

 米国では、年間約 70万人の移民受け入れによる継続的な

人口増加に加えて、2000 年以降の大都市への人口流入に伴

って住宅不足が深刻化している。なかでもロサンゼルス市

の月額賃料は全米 5位の水準にあり、2018年の第 4四半期

の空室率は 3.7%、世帯所得の 3分の 1以上を家賃に支出し

ている世帯割合は 57%を記録している(13)。こうした状況を

踏まえて、市では低所得者向けのアフォーダブル住宅の供

給を促進するため、アフォーダブル住宅を附置した都市開

発に対して、容積率、建蔽率、高さ、壁面位置などを規制

緩和する制度を 2008年に創設した。なかでも容積率の緩

和は、アフォーダブル住戸数に応じて指定容積率の最大

35%を付与するものである。この最大の割増容積率を得る

場合、開発事業者は総住戸数の 11%を市世帯所得中央値

（Area Median Income、以下AMIとする）の 50%未満の世

図 4 ﾜﾝ･ｳﾞｧﾝﾀﾞｰﾋﾞﾙﾄの公共貢献 
（上図は建築設計事務所KPF資料に著者加筆、下図は著者作成） 
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帯に貸与するか、総住戸数の 20%を 50～80%AMIの世帯に

貸与する必要がある。さらに市では建設工事費や借入金利

の増加、賃料減少や空室率上昇といった不動産市場の変化

によって、前述の割増容積率ではアフォーダブル住宅の導

入が困難な場合、第三者による都市開発の収益性の検証結

果を参考に、事業毎に規制緩和を拡充するオフ・メニュー・

インセンティブも創設した。 

 

4-2 運用実態 

都市計画委員会の審議資料によれば、オフ・メニュー・

インセンティブは2020年8月時点で29件審議されている。

各案件の申請書類をみると、割増容積率の追加を要求せず

に建築物の高さや壁面位置の制限、駐車場の附置義務台数

などの緩和を提案したものを除く12件で都市開発の収益性

の検証が行われていた。このうち 4件は指定容積率 150％を

最大容積率202.5％へと緩和する既存の制度ではやや不十分

であり、最大容積率を 210～225％に微増することを提案し

ていた。一方、残りの 8件は最大容積率を 300％に増加する

ことを求めていたことから、このなかで事業規模が最大の

ネクセンプロジェクトの審議内容を整理する。 

2016年 2月に審議された同事業は、ロサンゼルス市中心

部から東に3km離れた5.35万 sfの敷地に180戸の集合住宅

と 1.5万 sfの店舗、206台の駐車場、214台の駐輪場を建設

する計画である。なお、延床面積は 16万 sfである。集合住

宅180戸のうち15戸はアフォーダブル住宅として50%AMI

未満の世帯に 55年間賃貸するものである。この敷地は近

隣商業地域に位置しており指定容積率は 150%であったが、

開発事業者は指定容積率で建設できる 133 戸の 11％に相当

する 15 戸のアフォーダブル住宅を附置し、指定容積率の

35%に相当する 52.5%の割増容積率を得て一般住戸を追加

することを当初計画した。しかし、この計画では収益性を

確保することが困難であったことから、オフ・メニュー・

インセンティブを活用して高さ制限の緩和と割増容積率

150%によって、各住戸の面積を拡大した 180戸の集合住宅

を開発する計画を申請した。開発事業者は、オフ・メニュ

ー・インセンティブを活用するにあたって、建築計画の他

に都市開発の収益性を検証した書類を添付し、さらに検証

結果を第三者によってピアレビューした書類もあわせて市

に提出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ネクセンプロジェクトの竣工イメージ（参考文献15)より転載） 

都市開発の収益性の検証は、開発事業者から依頼を受け

た不動産コンサルタント大手HR&A Advisorsが実施した。

検証では、表 2 に示したようにシナリオ 1 として指定容積

率 150%において平均住戸面積 428sfの一般住宅 118戸、ア

フォーダブル住宅 15 戸、店舗 6,000sf を開発した場合、シ

ナリオ 2 として既存のインセンティブを活用して容積率

202.5%において一般住宅165戸、アフォーダブル住宅15戸、

店舗 9,000sfを開発した場合、シナリオ 3としてオフ・メニ

ュー・インセンティブを活用して容積率 300%において平均

住戸面積を 681sfに拡大して一般住宅 165戸、アフォーダブ

ル住宅 15戸、店舗 15,000sfを開発した場合を比較した。 

シナリオ1では建設費用が3,552万ドルに対して営業利益

が 166万ドル、シナリオ 2は建設費用が 4,395万ドルに対し

て営業利益が 228万ドル、シナリオ 3は建設費用が 5,140万

ドルに対して営業利益が 303万ドルと試算した。次に収益

性を比較するため、各シナリオの営業利益（NOI）を建設費

用で除したNOI利回りを算出した結果、シナリオ1は4.7%、

シナリオ 2は 5.2%、シナリオ 3は 5.9%となった。 

この結果を過去の都市開発における収益性と比較するた

め、不動産情報会社Real Estate Research Corporationのデータ

を用いて、当該プロジェクトの半径 1マイル以内で 2012年

年以降に竣工した物件のNOI利回りを算出すると5.5%であ

った。その結果、シナリオ 1 と 2 は下回るがシナリオ 3 は

上回ることから、アフォーダブル住宅を附置するためには

容積率を 300%まで緩和する必要があることを示した。 

 

表 2 各シナリオにおける収益性の比較（著者作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらにこの検証結果に対する第三者の評価を得るため、

開発事業者は建築設計事務所 Stanley R. Hoffman Associates

に依頼した。同事務所では、事業計画における住戸構成や

賃料の設定、土地取得費や建設費の設定、検討シナリオの

内容、収益性の算定手法、結論の妥当性を不動産情報会社

CoStar Groupのデータを用いた分析とHR&A Advisorsへの

インタビューから評価した。その結果、いずれの観点から

も適切な判断のもとに分析されており、収益性の検証に問

題は無いと結論付けた。 

こうした一連の書類を審査した都市計画委員会では、各

シナリオの収益性比較に用いたNOI利回り5.5%の算出根拠

となった物件数やデータ取得先の妥当性に関する質疑が行

われた(14)。そして最終的に、もしオフ・メニュー・インセ

ンティブが無い場合、開発事業者は都市開発を進捗させる 
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ことが困難であることから、アフォーダブル住宅供

給のためには容積率を 300%まで緩和する必要があ

ると結論付けた。このようにオフ・メニュー・イン

センティブでは、貢献内容はアフォーダブル住戸の

設置割合が予め市によって設定されていたが、費用

及び対価の精査は開発事業者が委託した専門家 2 社

が異なるデータ及び分析手法に基づいて実施し、こ

れらの資料を用いて都市計画委員会が検証していた。

都市計画委員会の委員には、ニューヨークと同様に

建築や都市計画の専門家のみならず、不動産会社や

金融機関の元幹部、不動産を専門とする弁護士など

が担当しているため、都市開発の収益性に関する質

疑も多数行われていた。 

 

5. 事例比較と我が国への示唆 

各都市における運用実態を踏まえると、公共貢献 

を評価するには次の 3 点を検証する必要があると考える。

第一に、開発事業者が提案した貢献内容が公共貢献として

相応しいものであるのかを判断する「貢献内容の適格性」

である。第二に、貢献に要する費用が合理的な積算によっ

て行われたものであるかを判断する「貢献費用の適正性」

である。第三に、貢献費用に見合うインセンティブが適切

に設定されているのかを判断する「費用と対価のバランス」

である。この 3 点の検証手法に関して、各都市の運用実態

を整理したものが表 3である。 

これをみると、東京とニューヨークの貢献内容は、ロサ

ンゼルスにおけるアフォーダブル住宅の整備とは異なり、

事前に事業規模に応じて一律の貢献内容を明示することが

困難である。そのため、具体的な整備範囲や手法に関して

は、貢献を所管する部署（東京であれば区市町や道路管理

者、ニューヨークであれば大都市圏交通公社）との協議に

よって適格性が精査され、その中で貢献費用の適正性も検

証が行われている。他方、ロサンゼルスは貢献内容の具体

的な基準が事前に市によって設定されているため、貢献内

容の適格性は市が建築計画の申請時に確認しており、開発

事業者は貢献費用の適正性や費用と対価のバランスの妥当

性を裏付けるための報告書作成を専門家に依頼し、それを

都市計画委員会が検証する仕組みとなっている。 

次に費用と対価のバランスの検証は、いずれの都市にお

いても自治体の長が任命した専門家から構成される附属機

関において審議されている。特にニューヨークやロサンゼ

ルスは、都市開発や不動産市場の実務経験のある委員が参

加していることもあって、費用と対価のバランスの妥当性

のみならず、費用の適正性に関する質疑も行われていた。

しかし、東京だけは都市開発の収益性に関する専門知識や

経験を有する委員が不在のまま審議が行われており、審議

内容をみても費用と対価のバランスに関する具体的な議論

は行われていない。これは、都市開発の収益性を踏まえて

公共貢献を評価する体制が十分に確立出来ていないといえ

る。例えば、我が国において都市開発の収益性が論点とな 

表 3 公共貢献の創出手法の比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る自治体の附属機関として、民間資金等活用事業における

事業者選定委員会がある。この委員会では、応募者が作成

した事業収支計画などを検証するために公認会計士や金融

機関出身者などが審査委員として審議するのが一般的であ

る。そのため、建築審査会においても、都市開発の収益性

を踏まえた議論を行う必要があるのであれば、こうした専

門性を有する委員を加えていく必要があるといえるだろう。 

そして最後に費用と対価のバランスの検証方法であるが、

東京及びニューヨークとロサンゼルスにおいて違いがみら

れる。東京の無電柱化やニューヨークの公共空間改善とい

った収益を生まない公共貢献の場合は、貢献費用が対価を

上回るか否かを基準に評価している。しかし、ロサンゼル

スのアフォーダブル住宅のように貢献が費用のみならず収

入を伴う場合には、貢献費用と対価を比較することが困難

であることから、都市開発の収益率を類似事業と比較して

いる。このように公共貢献の中にはアフォーダブル住宅の

ように直接的に収入を生むものもあれば、間接的に賃料や

分譲価格を高めることで都市開発の収益性の向上に繋がる

ものも存在する。例えば、ニューヨークの事例のようにタ

ーミナル駅と直結する公共空間の整備は、オフィスの魅力

を高めることで都市開発の収益性を向上させているとも考

えられる。近年、我が国において公共貢献として認められ

るようになったインフラ整備やエリアマネジメント活動な

どは、間接的に都市開発の収益性を高めることに寄与する

ものも多く、今後は貢献費用と対価を単純に比較するので

はなく、都市開発全体の収益率に基づいて公共貢献の評価

をしていく必要があるだろう。 

 

【補注】 

(1) 公共貢献を提供する開発事業者にとって、対価が貢献費用を上回る

ことは必要条件であるが、過大な対価の付与は他の開発事業者によ

る事業機会を奪うだけでなく、公共貢献の提供機会をも喪失させる

ことに繋がる。そのため、公共貢献の最大化には適切な対価の設定

が必要不可欠である。 

(2) 例えば、ニューヨークで1961年に創設されたプラザボーナスでは、

都市開発に伴って整備された広場面積の7倍に相当する床面積が割
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増容積率として付与された。一方、東京で特定街区を活用して有効

空地を整備する場合、有効空地率（公開空地の面積に空間の質を考

慮した係数を乗じたものを敷地面積で除した値）から 10％（指定容

積率700％の場合）を差し引いた値に 5を乗じたものが割増容積率

として付与されている。 

(3) 収益還元法とは、不動産が将来生み出すであろうと期待される収益

の現在価値を求めて不動産価値を算出する手法である。不動産の売

買価格の算定や地価公示や地価調査にも用いられている。 

(4) 東京都及び政令指定都市における容積率緩和制度に関する活用方

針（取扱要綱、取扱要領、運用基準など）を自治体ウェブサイトで

確認した結果（2019年4月時点）、東京都のみが都市開発の収益性

を考慮した制度運用を行っていた。また、全米の人口上位20都市

圏における中心都市（2018年12月時点の米国国勢調査局による都

市圏人口から、ニューヨーク市、ロサンゼルス市、シカゴ市、ダラ

ス市、フィラデルフィア市、ヒューストン市、コロンビア特別区、

マイアミ市、アトランタ市、ボストン市、サンフランシスコ市、デ

トロイト市、リバーサイド市、フェニックス市、シアトル市、ミネ

アポリス市、サンディエゴ市、セントルイス市、タンパ市、ボルチ

モア市を抽出）のゾーニング条例を自治体ウェブサイトで確認した

結果（2019年4月時点）、収益性を考慮した制度運用が確認出来た

のは、ニューヨーク市、ロサンゼルス市、タンパ市であった。この

うちタンパ市は公開情報が少ないことから、本研究ではニューヨー

ク市とロサンゼルス市を比較対象として選定した。 

(5) 実務者へのヒアリング調査は、2018～2019年にかけて(株)日建設計、

三井不動産(株)、三菱地所(株)の担当者に対して複数回実施した。 

(6) 参考文献7)によれば、都市再生特別地区は他の特例制度とは異なり、

個別の公共貢献を係数評価によって積み上げて割増容積率を算出

するのではなく、都市再生の効果に着目して総合的に評価すること

が国土交通省から推奨されている。 

(7) 東京都建築審査会の審議資料は非公開であるため、評価シートにお

いて無電柱化が割増容積率 13.66%と算定されたにも拘らず、審査会

では割増容積率が 8.36%と決定された理由は議事録から明らかにす

ることが出来なかった。 

(8) 中水道施設の割増容積率は、総合設計による割増容積率の限度であ

る400%の対象外である。 

(9) 建築審査会では、他に防災設備、災害避難者対応、駐輪場・駐車場、

歩行者デッキ、育成用途などに関する質疑が行われたが、本研究の

目的である公共貢献の費用と対価のバランス評価に関するもので

はないため分析対象とはしなかった。 

(10) 容積率緩和制度における PRIBの制度的位置付けや課題に関しては、

参考文献6)で詳しく記述されている。 

(11) 特別地区容積移転とは、歴史的建造物の未利用容積を街区内に移転

することを可能とする制度である。グランドセントラル街区では、

グランドセントラル駅や周辺の歴史的建造物の未利用容積を街区

内に移転することが可能となっている。 

(12) 容積売却制度とは、市がインフラ整備を目的に割増容積を一定の価

格で開発事業者に対して売却する仕組みである。既にハドソンヤー

ド特別地区やウエストチェルシー特別地区で導入されている。 

(13) 不動産情報会社CoStar Groupの2018年12月末時点のデータ及び 

2018年の米国国勢調査による。 

(14) 都市計画委員会では、他に指定容積率の 2倍となる300％に容積率

を緩和することは過大ではないかとの質疑があった。事務局では、

当該地は近隣商業地域に指定されているため、150%と低い容積率が

指定されているが、周辺の集合住宅が建設可能な住居地域では指定

容積率が400%の地区もあることから、住宅建設のために 300%まで

緩和することは問題ないとの回答が行われた。また他の委員からは、

周辺では商業開発があまり見られないことから、当事業において併

設される店舗は地域活性化のために高く評価できるとの意見がみ

られた。 
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